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委員会審査報告書 

 

本委員会に付託された事件の審査結果を宗像市議会会議規則第１１０

条の規定により報告します。 

 

記 

 

第35号議案 宗像市地区計画の区域内における建築物の制限に関す

る条例の一部を改正する条例について 

 

本案は、東海大学地区計画の都市計画変更を行ったことに伴い、宗像市

地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正するも

のである。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

 子ども・子育て関連３法の施行に伴い、東海大学地区と宗像中央公園

地区の各整備計画区域内の制限について条例の整理を行うものである。 

 

【審査結果】 

委員会は、全員賛成で原案のとおり可決した。 

 

 

第36号議案 宗像市自転車等駐車場条例の一部を改正する条例に

ついて 

 

本案は、東郷駅南口に有料自転車等駐車場を新たに設置することに伴い、

宗像市自転車等駐車場条例の一部を改正するものである。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

１ 現在、東郷駅には３カ所の市営駐車場があり使用料は無料である。 

２ 東郷駅前広場整備事業により、有料の施設として、東郷駅南口第１自

転車等駐車場が平成２７年５月に完成予定である。なお、当分の間は、

市が直営で業務委託による管理を行い、施設の整備状況を見ながら、指

定管理者による管理へ移行予定である。 

 

【審査結果】 

委員会は、全員賛成で原案のとおり可決した。 

 

 

第37号議案 市道路線の変更について 

 

本案は、道路法に基づき市道路線の変更について、議会の議決を求める

ものである。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

１ 山附３号線、高六１号線、吉留１０６６号線 

県道宗像・直方線の道路改良工事で、グローバルアリーナ入口交差点の

改良に伴い、起点及び終点を変更するものである。 

２ 山田１０３５号線 

 県道野間・須恵線の改良工事に伴い、路線の終点を変更するものである。 
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３ 釈迦院１号線、用山６号線 

 釈迦院１号線の道路改良工事に伴い、起点及び終点を変更するものであ

る。 

４ 荒開１号線、荒開２号線 

 荒開団地の建て替えに伴い、開発区域内の市道の整備により、終点を変

更するものである。 

 

【審査結果】 

委員会は、全員賛成で原案のとおり可決した。 

 

 

第38号議案 市道路線の認定について 

 

本案は、道路法に基づき市道路線の認定について、議会の議決を求める

ものである。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

１ 城ヶ谷３３号線、須恵８６号線 

 団地の開発行為により造成された新設道路が市へ寄附されたため、市道 

路線として認定するものである。 

２ 田久６０号線 

 ゆめタウン内の敷地の一部が寄附されたため、市道路線として認定する 

ものである。 

３ 平井４５号線 

 県道宗像・福間線の延伸に伴い、東郷駅前線に通じる道路を新設するた

め、市道路線として新たに認定するものである。 

４ 釈迦院１０号線 

 釈迦院１号線の起点の変更に伴い、一部路線が残るため、市道路線とし

て新たに認定するものである。 

５ 荒開４号線、荒開５号線 

 荒開団地の建て替えに伴い、開発区域内の市道を整備するため、市道路

線として認定するものである。 

 

【審査結果】 

委員会は、全員賛成で原案のとおり可決した。 

 

 

第39号議案 市道路線の廃止について 

 

本案は、道路法に基づき市道路線の廃止について、議会の議決を求める

ものである。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

 寺後線は、国道や市道に接しており、通行者もなく、路線を廃止して

も市民生活に支障が無いことから、廃止するものである。 

 

【審査結果】 

委員会は、全員賛成で原案のとおり可決した。 

 

 

第40号議案 宗像市下水道事業の設置等に関する条例の一部を改

正する条例について 

 

本案は、宗像市公共下水道事業計画の変更及び地方公営企業法等の一部

改正に対応するため、宗像市下水道事業の設置等に関する条例の一部を改

正するものである。 
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【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

１ 下水道事業の事業計画（排水人口、１日最大処理能力）については、

数値の変更に伴い、条例の改正が必要となってくることから、事業認可

書の計画のとおりとする。 

２ 地方公営企業法の改正、新会計制度への移行に伴い、条例の整理を行

うものである。 

 

【審査結果】 

委員会は、全員賛成で原案のとおり可決した。 


